
0



1



＜連結決算概要＞

売上収益
5兆1,083億円（前年比 +5,811億円、12.8％の増収）

その他収支を含む営業利益
4,127億円（前年比 +821億円、24.8％の増益)

当期利益
3,206億円（前年比 +629億円、24.4％の増益）
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＜得意先別売上（現地通貨ベース）＞

トヨタグループ向け
日本や中国・欧州での車両生産の増加や、
日本での予防安全製品の装着率拡大により、8.9%の増収。

トヨタグループを除くカーメーカ向け
全体で8.3%の増収。（内訳は下記の通り）
-ホンダ：中国での車両生産の増加、

北米でのディスプレイ製品、トランスミッション製品の拡販
-スズキ：日本やアジアでの車両生産の増加
-GM：中国での車両生産の増加、スタータの拡販

北米でのコモンレールシステムの拡販

※当期実績には、子会社化したTDモバイル、デンソーテンの売上を含めております。
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＜製品別売上（現地通貨ベース）＞

サーマルシステム製品
日本や中国での車両生産増加により、増収。

パワトレインシステム製品
アジア地域での車両生産増加や、北米での拡販により、増収。

モビリティシステム製品
日本地域での車両生産増加や、
子会社化したデンソーテンの影響、
北米でのディスプレイ製品の拡販により、増収

※当期実績には、子会社化したTDモバイル、デンソーテンの売上を含めております。
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＜営業利益（除くその他収支）の増減要因＞

17年3月期からの主な増減要因は下記の通り。

マイナス要因
素材費 ▲270億円：原材料価格の上昇
経費 ▲230億円：将来の競争領域への投資の増加

プラス要因
操業度差益 +650億円：生産の増加や拡販
合理化努力 +440億円：コストダウンや生産性向上

以上により、18年3月期における
その他収支を除く営業利益は、4,060億円。
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＜地域別売上・営業利益（円貨ベース）＞

※次頁にて、現地通貨ベースで説明
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＜地域別売上・営業利益（現地通貨ベース・その他収支を除く）＞

日本
-売上収益（前年度比+14.8%）
車両生産の増加や、予防安全製品の装着率拡大のため増収。

-営業利益（前年度比+58.2%）
車両生産の増加や、合理化努力に加え、グループ会社間での
取引価格の社内ルールに従い、グループ会社間取引の為替負担を
今年は日本から海外に転嫁したため、増益。

日本以外
-売上収益
車両生産の増加や拡販により、全ての地域で増収。

-営業利益
各地域で生産性向上といった合理化が進んでいること等により、
アジア及びその他地域は増益。
また、上記の通り、グループ会社間取引の為替負担を、今年は
日本から海外の各地域に分散させたことにより、それぞれの
セグメントでの利益が減少。
その影響や素材費の上昇などにより、北米、欧州は減益。
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＜設備投資・償却費・研究開発費の推移＞

設備投資
-実績 3,472億円。

生産基盤強化や将来の競争領域へ投資によるもの。
-来期予想 4,000億円。

従来の合理化投資に加え、⻑期構想で掲げた
「売上収益7兆円・営業利益率10％」の達成に向け、
電動化や、先進安全・自動運転といった
将来の競争領域への投資を加速させるため。

研究開発費
-実績 4,474億円
-来期予想 4,950億円。

パワーエレクトロニクス分野の要素技術や、
AI、画像認識技術など、電動化、自動運転分野の取り組みを
中心に、技術開発を一層強化・加速させるため。
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＜通期予想＞

・売上収益：5兆3,200億円。

・営業利益：将来の成⻑に向けた設備投資や、
研究開発費の投入により、全体としては減益。

・前提レートは、ドル105円、ユーロ130円
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＜営業利益の増減要因予想＞

‐減益要因
・為替差損▲275億円
・素材費の増加▲80億円、
・17年度の一過性の収益がなくなることによる影響▲120億円

以上の減益要因を除く3,652億円を出発点とすると、
固定費の増加を合理化で打ち返し、
操業度分+280億円の利益を留保。

一方、将来への成⻑投資を加速させるため、
200億円を意志をもって投入し、
19年3月期営業利益は3,760億円となる見込み。
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＜株主還元＞

・実績 130円（前年度比+10円）
・来期予想 130円を予定

今後とも、企業価値の向上に努めるとともに、
一層の株主還元を図ってまいります。
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＜デンソーグループ2030年⻑期方針＞

2030年⻑期方針には、
「地球に、社会に、すべての人に、笑顔広がる未来を届けたい」
という想いをこめました。

今回の⻑期方針では、新たに「共感」という⾔葉を目指す姿に
掲げています。
お客様やパートナー、その先にいるすべての皆様から
共感していただける企業になっていきたい。
そして、共感を呼ぶことで、
私たちだけでは生み出せない新たな価値を創りだしていける
と思っています。

これまで培ってきた「環境」「安心」を更に磨き深めていく、
あるいは相互作用で価値を広げていく。

そして
「もっと豊かな環境が広がる社会」
「誰もが安全、快適かつ自由に移動できる社会」を実現し、
世界中の一人でも多くの人に笑顔を届けていきたいと思っています。
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＜2025年成⻑⽬標＞

デンソーは、持続的な成⻑を続けることで、
すべての⼈に、笑顔広がる未来を届けていきます。

その成⻑の⽬線として

2025年度での売上収益7兆円、
営業利益率10%を⽬標として掲げております。

また、その中間点として、2021年度で売上収益5.6兆円、
営業利益率8%以上を達成してまいります。
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＜成⻑のための基本戦略＞

・車両視点での価値を訴求し、
モビリティの新たな領域で成⻑を牽引

・既存車載事業の収益力を高め、
成⻑を下支えする強固な収益基盤を構築

・キーデバイスの技術開発を強化し、
コンポ、システムを圧倒的に差別化

・スピードと現場の活力を高め、
激動の時代を闘える集団へと変革
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＜戦略を実現するための組織変更＞

①車両システム視点の強化

これまでは、
各事業が個別最適でベストのサブシステムを提供していました。
今後は、自動運転に向けて車両全体の統合制御が求められます。

複雑化したシステムを効率的に開発するため、
電子プラットフォームの開発強化や
全体最適の視点でシステム開発が必要となります。
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＜戦略を実現するための組織変更＞

①車両システム視点の強化

車両システム視点で価値提供を行うため、
ｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝ＆ｾｰﾌﾃｨシステム事業グループを
モビリティシステム事業グループに名称変更するとともに、
モビリティシステム統括部を設立し、
統合システム開発、インカー、アウトカーの
電子プラットフォーム開発を加速させます。
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＜戦略を実現するための組織変更＞

②キーデバイスの技術開発集約による競争力強化

ECU、センサ、半導体、モータといった
キーデバイスの競争力を一層磨き、
システムの圧倒的な差別化を実現するため、開発を強化します。

ECU、センサ＆半導体を集約
各部にそれぞれ存在していたＥＣＵ、センサ、半導体の技術開発を
エレクトロニクス事業部、センサ＆セミコンダクタ事業部に
集約しました。

アスモの事業統合
世界最先端のモータ事業を目指し、
子会社のアスモの事業統合と、社内関連部門を再編し、
モータ事業部を設立しました。
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＜デンソーグループ2021年中期方針＞

21年度の売上・利益目標を確実に達成していくため、
「新たな価値創造に向けた挑戦」
「次の成⻑を支える収益力の強化」
「経営基盤の変革」
を掲げ、それぞれ具体的なアクションプランを定めました。
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＜車載注力３分野への取り組み＞

地球にやさしく安全安心なモビリティ社会の実現に向けて
「電動化」
「先進安全・自動運転」
「コネクティッド」
に注力し、新しいモビリティへの価値を提供してまいります。
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＜注力分野：電動化＞

デンソーは、⻑年培ってきた技術や供給実績で
電動化市場を牽引するとともに、将来に向けた技術もさらに進化させ、
電動車両の普及に貢献していきます。

また、電動化に適した内燃機関技術を磨き上げるとともに、
車両トータルでの
エネルギーマネジメント技術の開発を促進していきます。

これらを通じてエネルギーを無駄なく使い、
走る喜びをかなえるエコドライビングを実現していきます。
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＜注力分野：電動化＞

電動化市場の拡大
電動化市場は今後急速に拡大すると想定しており、
2025年には1,500万台規模となる見込みです。

さらに、今後はEV市場が急拡大すると見込まれており、
システムの大電力化が加速していきます。

デンソーの小型・高効率技術
デンソーは、ハイブリッド製品の開発にいち早く着手し、
初代プリウスの発売以来、これまでの20年間、
ハイブリッド車向けに世界トップレベルの性能と品質、
並びに数量を誇る製品を、提供し続けております。

同時に、ハイブリッドシステムの重要製品である
インバータ、モータ、電池ECUなどの
小型化、高効率化を実現しております。

ハイブリッドシステム向けに⻑年培ってきた技術や⽣産設備は、
大電力化が必要なPHV、EVにも応用可能です。
ハイブリッド技術の標準化で、アドバンテージを活かし、
電動化市場において、成⻑を続け、お客様に貢献してまいります。
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＜注力分野：電動化＞

グローバル供給能力の強化

今後の電動化市場の拡大を見据え、テネシー州の工場で、
2020年までに1,000億円の新規投資と
1,000人の新規雇用を行い、
インバータなどの⽣産能力を増強していきます。
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＜注力分野：先進安全・自動運転＞

これまで、最先端技術を活用した次世代センサを提案するなど、
センシング技術を高めてきましたが、今後はセンサだけではなく、
半導体、ＥＣＵなども含め、システムとして取り組み、
自動運転のプラットフォームを提案してまいります。

また、全てを自社のみで開発するのではなく、
オープンイノベーションでの開発を推進し、
スピード感のある開発を行ってまいります。

一方、ＡＩやソフトウェアのアルゴリズムの理解が、
品質保証をする上で重要になってきます。
不具合が起きた際に原因が特定できないというリスクを避けるために、
オープンイノベーションでの開発は加速させつつも、
コアとなる技術はしっかりと手の内化し、
交通事故のない安全な社会と、
快適で自由な移動を実現してまいります。
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＜注力分野：先進安全・自動運転＞

取り組み事例：新型画像センサ・ミリ波レーダを開発
NCAPと呼ばれる自動車アセスメントの要件をクリアする必要があり、
2016年の昼間の対歩行者向けの緊急自動ブレーキ(AEB)に続き、
2018年には夜間の対歩行者向けAEBと
飛び出し自転車向けAEBが要件となっております。

デンソーは、昨年、カメラの高性能化により、
夜間の歩行者認識を可能にした新型画像センサを開発、
量産化致しました。
同時に電波の照射回数を増やして、検知の感度を向上させた
新型のミリ波レーダも開発量産化し、
カメラとミリ波のデータ認識処理を組み合わせた
センサーフュージョンにより認識精度を高めております。

デンソーはNCAPの要件をクリアするだけでなく、
交通事故のない社会を作りたいという想いから、
実際の走行環境での安全にこだわった技術開発を進めております。
今回開発した新型の画像センサでは、
NCAPより厳しい条件をクリアすることを目標とし、
より暗い道でも歩行者を認識できる技術を確立致しました。
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＜注力分野：先進安全・自動運転＞

グローバルR&D Tokyoを品川に開設

既に、200名規模での開発体制を確立し、
自動運転やコネクティッド領域の研究開発、
技術開発をおこなっています。

東京という地の利を十分に活かし、
お客様やパートナーの皆さまとの共創によって、
先端技術の開発および実証を加速し、
先進モビリティシステムの早期市場投入を目指します。

同時に、自動運転技術の開発に必要なAI人材や
先端IT人材の獲得を積極的に進めてまいります。
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＜注力分野：先進安全・自動運転＞

グローバルR&D Tokyoの役割

・大学や研究機関等多くのパートナーとともに
競争力ある機能開発と実証を推進

・様々な環境のデータ収集
・論理アーキテクチャーを共通化した電子プラットフォームの開発
・開発環境の整備と共有

デンソーの自動運転開発のグローバルヘッドクォータとして、
開発を加速させてまいります。
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＜注力分野：コネクティッド＞

クルマの「所有」から「利用・サービス化」へのシフトという
大変革が起こる中、クルマの付加価値を向上し、
安心・安全、そして楽しみをユーザに提供するために、

「クラウドと統合した車両システムの開発」、
「コネクティッドカーへの新たな価値の提供」を
「アライアンス」も活用しながら進めてまいります。

先端技術をスピーディに取り込み、
クルマとクルマ・ヒト・モノがつながる
新たなモビリティ社会を実現します。
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＜注力分野：コネクティッド＞

取り組み事例
デンソーでは従来より、車両台数は少なくても環境負荷が高く、
より一層安全が求められるトラック、バスといった
商用車両向け運行管理サービスを行ってまいりました。

現在、コネクティッドサービス事業推進部では、
一般の社有車や小型トラック、バン等の幅広い商用車両の
安全と効率的な運用が行えるような次期型システムを構築中です。
次期型システムは簡単・安価に車両の位置や走行状態を把握でき、
利用者への適切な安全アドバイスや指導などを行い、
安全、効率的な車両の利用をサポート致します。

車載デバイスとして取り付けや取り扱いが容易な機器の開発と共に、
アジャイル開発手法によるアプリケーション開発を行っています。
センターのアプリケーション開発を担当する
MaaS開発部・デジタルイノベーション室では、
アジャイル開発のフレームワークである「スクラム」を取り入れた
アジャイル開発チームを昨年発足させて活動しており、
この活動は業界内外からも注目されています。

この次期型システムを2018年夏にサービス開始する予定です。
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＜デンソーのパートナー戦略＞

自動運転を始めとする新たな領域では、対応技術が飛躍的に複雑化、
高度化し、技術革新のスピードも速まる中、自前の技術開発だけでは、
世の中の変化とスピードに対応してくことは不可能です。

デンソーは、最適なパートナーとのアライアンスを通じて共に成⻑し、
事業戦略のスピーディな遂行と競争力強化に向けて、
積極的にアライアンスを実行しております。
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＜デンソーのパートナー戦略＞

自動運転
統合制御を司る車載半導体IPの開発強化のため、
データフロープロセッサの要素技術を保有する
ThinCI（シンクアイ）社へ出資し、連携を強化しております。

また、開発したIPを実装し競争力あるSoC（System on Chip）を
開発するパートナーとしてルネサスへの出資比率を引き上げました。

電動化
インバータの性能向上につながる、
酸化ガリウムを用いたパワー半導体の共同開発強化のため
京大発ベンチャーのFLOSFIA社（フロスフィア）への
出資を実施しました。

コネクティッドカー
スマートフォンを用いた
次世代のスマートキーに関する特許を保有する
InfiniteKey（インフィニットキー）社を買収するとともに、
クラウド技術や次世代ソフトウェア開発技術を強みとする
クリエーションライン社に出資し、
ソフトウェア志向の開発体制を強化しております。

同時にソフトウェアを中心とした技術開発加速のため、
富士通テン（現デンソーテン）の子会社化や
東芝情報システムへの出資等
開発リソーセスの強化も進めております。

今後も、重点取り組み分野を中心に、
志をともにする幅広いパートナーとの共創を通じて、
豊かなモビリティ社会づくりに取り組んでまいります。
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＜サスティナビリティへの取り組み＞

デンソーの目指すサスティナビリティ経営
「環境と安心分野での価値創造を通じて、広くステークホルダーからの
共感を得ることで、会社と社会の持続的成⻑を実現していく」

これはまさに、冒頭で触れた
デンソーグループ2030年⻑期方針そのものであり、
⻑期方針の実現を目指した取り組みにより、
サスティナビリティ経営を実践していきたいと考えております。

具体的な取り組み
ESGの各取り組みのレベルアップを図っております。

・電動化製品等の開発加速に加え
デンソーエコビジョン2025を中心とした環境経営の実践

・先進安全製品の開発やダイバーシティ、健康経営
・コーポレートガバナンスやコンプライアンス遵守の強化
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＜取り組み事例：環境＞

デンソーエコビジョン２０２５

2050年の持続可能な社会を実現するためのアクションプランとして、
「デンソーエコビジョン2025」を策定し、
2025年に達成すべき３つの目標
「エネルギー1/2」、「クリーン2倍」、「グリーン2倍」を定め、
これらの目標を
「製品」、「工場」、「社員」、「経営」のそれぞれで実現するために、
10の具体的行動により、
地球環境の維持・良化に向けた取り組みを推進しております。
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＜取り組み事例：社会性＞

「健康経営銘柄2018」を２年連続で受賞

社員の健康増進を経営課題の一つと位置づけ、
心身両面の健康施策を導入して、
社員の意識向上と職場での健康管理の推進による
「健康経営」を進めております。
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